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「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」についてのＱ＆Ａ

【平成２７年２月４日版｝の送付について

　

時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。

　

介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案Ｑ＆Ａにつきましては、平成２７年１月２１

日付（介１２０）「「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」についてのＱ＆Ａ【平成

２７年１月９日版】 の送付について」 にてお知らせしているところでございますが、 今般、 厚

生労働省より当該Ｑ＆Ａ【平成２７年２月４日版】が発出されましたのでご連絡申し上げます。

今回のＱ＆Ａには、介護予防・日常生活支援総合事業の利用料や限度額管理など、制度の

趣旨に関する内容や、介護予防手帳（仮称）に関して補足する内容等が記載されております。

つきましては、貴会におかれましても本内容をご了知いただき、貴会傘下の郡市区医師会

への周知方宜しくお願い申し上げます。

（添付資料）
・「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」についてのＱ＆Ａ【平成２７年２月４日版｝

　　

（厚生労働省老健局）



「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドラ
イン案」 についてのＱ＆Ａ

【平成２７年２月４日版】

　

このＱ＆Ａについては、 平成２６年１１月１０日（月）の全国介護保険担当課長会
議でお示しした介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン（案） の内容に基づき、
現時点での厚生労働省としての考え方を整理したもの。
今後の検討の中で、 Ｑ＆Ａの内容については変更する場合がある。



総合事業ガイドライン案に係る質問項目について

－第２ サービスの類型

間１

　

ガイドライン案の中には・「市場における民間サービス（総合事業の枠外のサービス）を積極的に活用

　

していくことが重要である」 とあるが、 民間サービスとは具体的にどのようなものを想定しているのか。

‘第３

　

生活支援・介護予防サービスの充実等１

問１

　

有償ボランティアは、労働基準法第９条の労働者に該当する場合があるのか。

１第５

　

自立支援をこ向けた関係者間での意識の共翻

問１

　

介護予防手帳の規格 （大きさや形態）、また携行用と保管用の２種を作成すること等は、 どこまでが

　

必須で、どこまでが保険者裁量で変更可能なのか。また、同一対象者に複数の手帳が渡ることのないよう、

　

健康増進法に基づく「健康手帳」と「介護予防手帳」が一体的になったものを作成配布した場合、経費に

　

ついては頁数等で按分するのか。

１第６

　

総合事業の制度的な枠組叫

問１

　

ガイドラインで例示されている訪問型サービスＡ、通所型サービスＡでは指定事業者が実施する場

　

合と、 委託や補助の方法で実施する場合が示されている。 このとき、委託や補助の方法で実施したもの

　

は限度額管理を行わないという認識でよいか。 また、 限度額管理の上限額との関連はどのように整理す

　

ればよいのか。

問２

　

総合事業の事業所指定に際して、地域密着型サービスのように運営協議会からの意見聴取は必要か。

　

また、 公募による指定を実施することはできるか。 さらに、指定ではなく委託で実施する場合にあって

　

はどうか。

問３

　

訪問型サービスＣ及び通所型サービスＣについて、 市町村が直接実施する場合、食材料費等の実費

　

分を除き、利用者負担を徴収しない扱いは認められるか。
問４

　

市町村が補助や委託の形で事業実施している住民主体のサービスで利用者負担がある場合、これを

　

市町村の歳入として扱い、 手数料条例や予算に計上する必要があるか。

問５

　

利用者負担割合について、介護予防訪問介護等相当サービスについては、介護給付の利用者負担割

　

合を勘案する旨の表記があるが、緩和した基準によるサービスについても同様の考えとすることとして

　

良いか。

問６

　

事業対象者の限度額管理について、９月３０日ＱＡ （Ｐ５３）問１９に、 予防給付の要支援１の限度額を

　

超える場合の限度額をあらかじめ高く設定することは想定していないとあるが、その場合、 ケアマネジ

　

メントの中で地域包括支援センターが上限額を設定すると解釈してよいか。 また、その場合の上限額や

　

上限緩和する期間 （３ヶ月程度等） について目安を示される見込みはあるか。
問７

　

国保連での介護予防ケアマネジメントにおける給付管理 （サービスとケアプランの突合作業） はど

　

のように行われるのか。 これまではサービス利用料は事業所から、 プラン代は包括支援センターから、

　

それぞれ国保連へ請求されたため、国保連で突合作業を行っていたが、新しい総合事業導入後は、 プラ

　

ン代が市町村へ請求されるため、国保連での突合作業ができなくなる。 市町村から国保連へプランの情

　

報を提供することで、 これまでどおり国保連での作業ができるように、 国から通知等を出して徹底して

　

もらうことはできないか。

問８

　

高額介護予防サービス費相当事業については「事業を実施する」とあるが、高額医療合算介護予防

　

サービス費相当の事業については「事業を行うことが適当である」 となっている。 高額医療合算介護予



防サービス費相当の事業については市町村の判断によって実施しないという選択肢もあるということか。
問９

　

新しい総合事業へ段階的に移行（ｅｘ．２８～２９年度にかけて移行）する場合、総合事業の上限はどの時

点 （移行開始年度、完全移行年度） から適用されるのか。

１第７

　

円滑な事業への移行・実鱒

間１

　

改正介護保険法の附則では、既に要支援認定を受けている居宅要支援被保険者については、 更新時

　

まで予防給付を受けられることとなっているところ、 市町村の判断によりその認定更新の時期を待たず

　

に一斉に総合事業に切り替えることは可能か。またその際、被保険者の同意等を要することになるのか。
問２

　

円滑な事業への移行について、 エリアごとの移行が例示されているところ。 ここでいうエリアとは

　

どのようなものか。 日常生活圏域に限られているのか。

問３

　

市町村が総合事業について実施を猶予せず平成２７年４月から実施するが、円滑に移行するため、総

　

合事業によるサービスを希望した方のみ利用できるようにしたとき、利用者が総合事業の利用を希望し

　

ない場合には、要支援認定の有効期限によっては、平成３０年３月まで介護予防給付が継続することにな

　

るが、 この理解で良いか。

問４

　

新総合事業において市町村判断で給付制限を実施する場合、新様式の被保険者証にその旨を記載し

　

て差し支えないか。

問５

　

給付制限について設定した場合、被保険者証と負担害１１合証の裏面記載の変更や不服申し立ての教示

　

等は必要となるのか。



　

第２

　

サービスの類型

問１

　

ガイドライン案の中には「市場における民間サービス（総合事業の枠外のサービス） を積極的

　

に活用していくことが重要である」とあるが、民間サービスとは具体的にどのようなものを想定し

ているのか。

（答）

総合事業においては、総合事業の枠内の事業だけでなく、市場における民間サービス等を活用するこ

とを通じて、要支援者等に対し、効果的かつ効率的な支援を提供することが重要である。

具体的な民間サービスについては、スーパーマーケット等による食材配達、家政婦紹介所等を通じた

家事援助サービス、コンビニエンスストア等による配食、新聞販売所等による見守りなどさまざまなも

のがあると想定される。

　

なお、市町村や地域包括支援センターによる民間サービスの活用推進の観点からは、まず、そのサー

ビス内容等を把握することが必要であるところ、このためには、これまでガイドライン（案）やＱ＆Ａで

示してきた組織や団体（※）とともに、 スーパーマーケット、 家政婦紹介所、 コンビニエンスストア、 新

聞販売所などの多様な民間企業、団体にも協議体に参画いただき、情報交換や連携を行うことが有効で

あると考えられる。市町村としてはこのような観点も踏まえて、例えば、まず最低限必要なメンバーで

協議体を立ち上げ、徐々にメンバーを増やしていくなどといった方法も活用し、協議体の早期設置を進

めていただきたい。

　

※

　

市町村、地域包括支援センター等の行政機関、生活支援コーディネーターのほか、ＮＰ０、社会福祉法人、社会福祉協議会、地縁組

　

織、協同組合、民間企業、ボランティア団体、介護サービス事業者、シルバー人材センター等の地域の関係者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

担 当 ＝老健局振興課法令係

　　

（内線３９３７）



　

第３

　

生活支援・介護予防サービスの充実等

間１

　

有償ボランティアは、労働基準法第９条の労働者に該当する場合があるのか。

（答）

１

　

総合事業においては有償ボランティアの方々の活躍も期待されるが、ボランティア活動は、一般的

には「自発的な意志に基づき他人や社会に貢献する行為」とされ、その性格として「自主性」、「社会

性」等があげられる。

　

その中で、有償ボランティアは、ボランティアによる支援に対し、交通費などの実費や謝金の支払

いを受けるものである。

２

　

その中で、有償ボランティアと称していても、個別の事案ごとに活動実態を総合的に判断し、使用

従属関係下にあると認められる場合には、労働基準法第９条の労働者であるとして、労働基準関係法

令や最低賃金法の適用対象となる。

３

　

労働基準法第９条の労働者に該当するか否かに当たっては、以下の点等について総合的に勘案して

判断することになる。

・

　

ある活動日、活動時間に、活動を行うことについて、指示があるか（注１）

　

（注１）活動を行うことについて、ボランティアに諾否の自由があるか

・

　

活動時間の延長や、活動日以外の日における活動指示が行われているか

・

　

活動の割当、活動時間の指定、活動の遂行に関する指揮命令違反に対する手当等の減額等の制裁があるか

・

　

欠席・遅刻・早退に対する手当の減額制裁があるか（実活動時間に応じた手当を支給する場合にお

いては、活動しなかった時間分以上の減額を行っている場合があるか）

・

　

ボランティアが、一般の労働者と明確に区分されているか（注２）

　

（注２）

　

「明確に区分されている」とは、例えば、活動場所については、一般の労働者と全く異な

　

る部屋で活動しなければならないということではなく、一般の労働者と同じ部屋の中で活動する場

　

合であっても、対象者がボランティアであることが分かるよう区別されていることが考えられる。

　　

（ボランティアと表記された名札を付ける等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

担当：老健局振興課法令係

　　

（内線３９３７）

　　　　　　　　　　　　　　　　

２



　

第５

　

自立支援に向けた関係者間での意識の共有

間１

　

介護予防手帳の規格（大きさや形態）、また携行用と保管用の２種を作成すること等は、どこま

でが必須で、 どこまでが保険者裁量で変更可能なのか。また、同一対象者に複数の手帳が渡ること

のないよう、健康増進法に基づく「健康手帳」と「介護予防手帳」が一体的になったものを作成配

布した場合、経費については頁数等で按分するのか。

（答）

　

従前の介護予防手帳は、本人、家族、地域包括支援センター、事業者等の関係者が介護予防事業に

関する情報を共有することで介護予防事業を効果的に実施することを目的に、生活機能の状況や介護

予防ケアプランの内容等をファイリングし、本人に携行させる媒体として活用されてきたところ。

　

また、介護予防手帳は、介護予防普及啓発事業における「介護予防に資する基本的な知識を普及啓

発するためのパンフレット等の作成及び酒己布」、「介護予防に関する知識又は情報、各対象者の介護予

防事業の実施の記録等を管理するための媒体の配布」に位置づけられるが、その範囲において市町村

の創意工夫により様々な情報が綴られ、配布されてきたものと把握している。

２

　

総合事業においては、これらに加えて、特に「初回のみの介護予防ケアマネジメント（ケアマネジ

メントＣ）」の対象者に対してはケアプランに代わる具体的な様式が必要と考えられることから、セ

ルフマネジメント推進のためのツールの１つとして活用することも念頭に、平成２６年度老人保健健

康増進等事業にて考え方を整理し、様式例（中間案）をお示ししたものである。

３

　

したがって、お示しした様式例はあくまでも例であり、規格や手帳の構成について市町村によって

自由に変更していただくことは差し支えない。

４

　

なお、健康増進法に基づく「健康手帳」と合冊する場合には、お見込みのとおり、頁数等で適切に

按分し、区分して経理することが必要と考える。

　　

担当：老健局振興課法令係

　　

（内線３９３７）

３



ｔ第６ 総合事業の制度的な枠組み

　　　

１

問１

　

ガイドラインで例示されている訪問型サービスＡ、通所型サービスＡでは指定事業者が実施す

　

る場合と、委託や補助の方法で実施する場合が示されている。このとき、委託や補助の方法で実施

　

したものは限度額管理を行わないという認識でよいか。また、限度額管理の上限額との関連はどの

　

ように整理すればよいのか。

（答）

　

平成２６年９月３０日版Ｑ＆Ａ５３頁、問１８でお示ししているとおり、指定事業者を使用したサービスに

ついては、個別のサービスを受けその利用状況に応じた対価を支払うサービスであり、また国保連を活

用するサービスであることから、限度額管理の対象とすることとしている。したがって、委託や補助の

方法で実施した緩和した基準によるサービス（訪問型サービスＡ・通所型サービスＡ）について、基本

的に限度額管理を行うことは想定していない。

　

いずれにしても、地域包括支援センター等のケアマネジメントにおいては、限度額管理の対象かどう

かに関わらず、利用者の状態等を踏まえ、効果的・効率的なサービス提供を進めることが重要である。

担当：老健局振興課法令係

　　

（内線３９３７）

問２

　

総合事業の事業所指定に際して、地域密着型サービスのように運営協議会からの意見聴取は必

要か。また、公募による指定を実施することはできるか。さらに、指定ではなく委託で実施する場

合にあってはどうか。

（答）

新しい総合事業については、事業の実施主体である市町村が地域の実情に応じて取り組んでいただく

ものであって、総合事業の事業所指定についても介護給付のデイサービス等の事業所指定とは異なり、

例えば、ガイドライン案Ｐ９６において「要綱等に規定された計画量を超える場合などには指定を行わな

いなどの取扱いも考えられる」と記載しているところである。

　

このため、運営協議会からの意見聴取や公募の有無についても、市町村で判断いただくこととしてい

るものである。なお委託による方法の場合も同様である。

　　

担当：老健局振興課法令係

　　

（内線３９３７）
４



問３

　

訪問型サービスＣ及び通所型サービスＣについて、市町村が直接実施する場合、食材料費等の

実費分を除き、利用者負担を徴収しない扱いは認められるか。

（答）

現行の訪問介護・通所介護相当のサービス等、保険給付との整合性を図る必要性があるサービスにつ

いては、介護給付の利用者負担割合を勘案し、利用者負担を定める必要があると考えているが、訪問型

サービスＣ及び通所型サービスＣについては、市町村がサービス内容等を踏まえて定めるものであり、

ご質問のように利用者負担を徴収しない扱いもあり得るものと考えている。

　

なお、訪問型サービスＣ及び通所型サービスＣについては、典型的には、高齢者のＡＤＬや１ＡＤＬの改

善に向け、専門職が関わりつつ、短期間で行われるプログラムが想定されるところであり、適切なサー

ビス提供がなされるように留意することが必要である。

担当：老健局振興課法令係

　　

（内線３９３７）

問４

　

市町村が補助や委託の形で事業実施している住民主体のサービスで利用者負担がある場合、こ

れを市町村の歳入として扱い、手数料条例や予算に計上する必要があるか。

（答）

補助の形で実施する場合には、一般的に、当該補助事業の利用者負担を市町村の歳入（公金）とする

ことは想定されず、条例の制定や予算の計上は不要であると考えられる。

一方、委託の形で実施する場合にも、利用者負担を公金として徴収するのでないならば、条例の制定

や予算への計上は不要であると考えられるが、当該委託契約の内容等により、判断されるべきものと考

える。

担当＝老健局振興課法令係

　　

（内線３９３７）

５



問５

　

利用者負担割合について、介護予防訪問介護等相当サービスについては、介護給付の利用者負

担割合を勘案する旨の表記があるが、緩和した基準によるサービスについても同様の考えとするこ

　

ととして良いか。

（答）

緩和した基準によるサービスに係る利用者負担割合については、相当サービスにおいて設定した自己

負担割合等も勘案しつつ、サービス内容に応じて各市町村の判断により適切に定められたい。

担当：老健局振興課法令係

　　

（内線３９３７）

問６

　

事業対象者の限度額管理について、９月３０日ＱＡ（Ｐ５３）問１９に、予防給付の要支援１の限度

額を超える場合の限度額をあらかじめ高く設定することは想定していないとあるが、その場合、ケ

　

アマネジメントの中で地域包括支援センターが上限額を設定すると解釈してよいか。また、その場

合の上限額や上限緩和する期間 （３ヶ月程度等） について目安を示される見込みはあるか。

（答）

事業対象者の区分支給限度基準額については、ガイドライン（案）ＰＩＩＩに記載のとおり「予防給付の

要支援１の限度額を目安として行う」ものとしているが「指定事業者によるサービス以外の多様なサー

ビス等の利用状況も勘案してケアプランを作成することが適当」であり、「例えば、退院直後で集中的

にサービスを利用することが自立支援につながると考えられるようなケース」など、利用者の状態によ

っては要支援１の区分支給限度額を超えることもあるが、これらは介護予防ケアマネジメントの中で判

断されるものと考えている。

　

なお、その場合であっても、上限額の設定については、保険給付との整合性の観点から要支援２の区

分支給限度基準額を超えることは想定しておらず、それを前提として市町村が事業の実施要綱等におい

て定めるべき事項であり、目安をお示しする予定はない。

担当：老健局振興課法令係

　　

（内線３９３７）
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（答）

　

介護予防・日常生活支援総合事業における給付管理（サービスとケアプランの突合作業）の審査に

ついては国保連合会を活用できるようにしており、国保連合会に審査支払事務を委託する場合は、予防

給付と同様、介護予防ケアマネジメントを実施する地域包括支援センターにおいて給付管理票を作成し、

国保連合会に提出する必要がある。

　

なお、介護予防ケアマネジメントについては、介護予防支援とは異なり、給付管理票と介護予防ケア

マネジメントに関する請求明細書が別に取り扱われる。

　

したがって、要支援者に対する介護予防ケアマネジメント費について、例外的に審査支払を国保連合

会に委託することは可能であるが、介護予防ケアマネジメント費と給付管理票との突合審査は行われな

い（仮に、給付管理票が存在しない場合でも介護予防ケアマネジメント費は支払われる）ことに留意さ

れたい。

　

また、国保連合会へ審査支払い事務を委託した場合の介護予防・日常生活支援総合事業の事務処理の

流れは以下のとおり。（平成２６年１２月２６日付事務連絡「介護保険事務処理システム変更に係る参考資

料の送付について」で発出しているものをそのまま添付している。）

問７

　

国保連での介護予防ケアマネジメントにおける給付管理（サービスとケアプランの突合作業）

　

はどのように行われるのか。これまではサービス利用料は事業所から、 プラン代は包括支援センタ

ーから、それぞれ国保連へ請求されたため、国保連で突合作業を行っていたが、新しい総合事業導

入後は、 プラン代が市町村へ請求されるため、国保連での突合作業ができなくなる。市町村から国

保連へプランの情報を提供することで、これまでどおり国保連での作業ができるように、国から通

知等を出して徹底してもらうことはできないか。



豆－資料１

　　　

国保連合会へ審査支払業務を委託した場合の
介撞予防・日常生活支援総合事業の事務処理の流れについて

ｉ．介護予防・日常生活支援総合亭葉の響蚕支払の国保連合会の活用

　

・総合事業１ニおいても、市町村の審査支払に関する一事馨が軽減できるよう．屡行の給付と唇挿、国保

　

選舎袋の審査支払を活層することができるように笈窯を輪けている式法難１晒舞醇葛の３）

　

・国保建システムにおいては‐事秦者に質してその人軟にかかわりなく包括的に支払式：ととなフているもの

　　

や療拙の月にまたがった支払によるものは対応できないことから、糖１ずと同捧，江哨嗣蓄ごと御津利用

　

状況に窟にて支払われる費用の支払決定に係る蔓蚕及び支払鞭のみ風解遠会議の裏霧として市町村の

　

受託を突けることとなっており．総会亭嘉においては、窺定事筆者１ニよるサ÷÷－ピスの纏合１二活用可能である．

　　

漆－回簿サ÷ビスごとに鞘醜が定められているか．震ごとに軽橿響鎌が定められてＬ縄島の

　

・なお‐国保選禽会において鳩村壱覆の壷蜜を行う増舎には．轄持暫響窯を作成する必要がある．

２．国保連合会へ審査支払業務を委託した場含め介護予防・日常生活支援総合事業の

　

事務処理の流れ
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来
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覆り÷ビス棄権
指定－事業窪者

（藷用

　

勇返分ｉ

側指定亭聾者を決定

礎瀞．－励め事業のみを利用する利用者の介獲予防ケアマネジメント賞は地韓包括支援センターの雲ＩＥ料とともに市町村
が支払季のが基本であり．匝様連合会を経由した支払は例外．
なお‐支払を行う可能性がある‐要支漫鑑定を愛１ず－喜曇のみを利用する蟻舎も四倖連合会は介霞予防ケアマネジメ
ント繋と総付璽覆廉との突曾壷壷は行わないことに留意．
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Ｌ

　

′＝

分豪 ｌｂ 軍霞概困ー内響

事
縦
蟻
■

嬰蓄涯支払業務を要托 市町村が、国保溝貧富と委託■を辞嬉し．国保連舎費
縁台事業の壷嚢支払棄無護婆託する

雫総合亭棄嗣穂員を運希 中岡巽が、国保運合会へ「係羨三貫著ニニー慎燦」を還付
する。蹄苔琴裏鞘噌豪，月 介護予誹議劉作触雷蟹予防
蓋所；青蛙終了年月承り，；・ｔん鴎建四有籍炉聞き笹定す

響サ÷ゼスごとの鍛冊署を扱定・達格
中もＨが、国保連合袋へ「介護予防・臼寮生活支援総合
事業サービスコード藁鴎達掃票情報」を進持する
国保藻舎費で葺蔓支払を行うサービス種顕は、介獲予防・
生活支援サービス｛畿回室サービス‐遺漬型サービス、そ
の他の生活支援サービス及び介醸予防ケアマネジメント｝
であり‐一瀬介護予防事業は対象外となる．
器国保遍台会で審査支払をしないサービスについては遂
付する必要はない．

響橋建事業者を決繋・連絡 市岡”が、頬露事藁者を決定し、覇逓斎な蟹声で．国保益
ｒ舎萎へ『事棄所異動運糖罵惰輯」を送付する．

響みなＬ掻定事奏者を運鴫 賜遭脂壕が．：
一＝；；へみなし掻疋畢董云｛鰍）分帝

『事藁所異動護持悪情報」を送付する‘
爆平成２７年８月３１日時虚で、介霞予防繭団升建・介護予
防遺所介護・介護予臨支援の椿窓を愛吟ても勇事業所を
俊舎事業の指定を晃ｉ“；ものとして．「事業所顕略連絡票
情報１を送付する‘

サービス
健倹月雲霧

弱 ′１隈ｒ卿７ｒマネジメント 義孝講ｉデマ琢ほ業ノ
ー溝善導【

溺月
ス
茅 サービス業族 事雲我が科扇者へサービス翼嬢。

曝！刊「粥料支払
（利覇者費裾分・１

利用三薄軍票雲 、^貫ｕｎを支払うｔ馨帯電員琵分お

も
毘
影

　　　　

．
＆
髪
茅

月初

零ｉ 摺驚事業者を連絡 ｆ，ｒ冊票」具三もて霊Ｊた：童に，市町村が、愚瀬府黒
軽由で」蜜櫨；音会へｒ烹豪語雇豪＝畳一－－・＋▼”－

癖 受給者を連絡 奨姶者糟報に裏劫があった壕舎に、市町村が「蔓鯖者■
強運詩扇情蟻」を国保連合会へ送付。
※要支援者及び事業対象肴の情報を送付する。
※努支援者については．従来、送付されている『愛嬢葺藁
乾連絡扉嫌耀」の情報を活扇するため．総合事業闘鞄時
に詞鰭；に送付する必裏はない‘

１０日

前

激 亭寮費を襟堪 事峯者は国保運含套へ顕翠覇嶋－を擾出して‐事業費を
鯖窯する

・⑩ 轄角Ｂ杖賑ｇ１ーｍ モ苧包括支援センターは電算遷白金へ箪；ｊｉ遭景を提出
する＃

　　　　　　　　　　

－
済給付讐理の審査を行う場合直轄付言壕嵐の接出が必
要な行わない纏合は提出は不要。

ＱＩ－畢悪霊（介題予防ケアマネジ
メント費）を請求

蘇照明鯛ー（介腫予鰯７′マネジメント賃．）を提出する．
髪分離予防ケアマネジメント費の蕃憂支払を国保涯合会
１；委託しない鱈舎は傭癒は不要．

⑩ 警萱 国保連合傘は警壷を行う

２０日

師
ｑｌｐ 冊栗巽を榊醗 国保連合袋は市町村へ事業費及び警萱支払季叢＝≧醸

求する．

翼 ◎ 事業費を支払 市町村は国保連合会へ事裏翼及０審量支払手数馨を支
払う‘

員
キ
末 ‘納 事業翼を支払 国保連合菓は署纂春へ事寮費妾支払う，

１零墾猛禽轡辱ミニ苦難朝野輩！豪毅言責及用豊義彦言舞走騒
Ｂす
儀
る鰹ギ
鵬鵜の

２『市町村１と羅無がある無琢は．広域逮舎及び数令市の塩害は『優陰蓄』と緩み鶴叢る．

９



（２）利用者が予防給付と享楽を利用する端台

辱塾な礼矯建亭兼有
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ヂサービス実数

　　　　　　　　　　　　　　　　

指定事宴希

薄豹顕”支払｛利用者負担分｝

　　　　　

（予防離婚）

喜劇鰯砦支払（科用者黄摺分ｌ

ｉ亀器繋車菓雲を決定
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分馨 物 事霞処馨内響

事
前
掌
量

響ず葺藁支払寒濡を霊採

”｝と罰俸

響－総合亭秦瓢姥員を運爵

響サ÷ゼ
ースごとの欄回号書を軽

症・達特

★
－指建畢曇者を法堰・選捲

：雫みなし機定亭聾者を運鶏

蝿ス
腫供月藷月

有獅 ７「．ば；蕩ケ′ゞネジメント 咽幕蝕嬢叉甑センターは‐割用者・事寮零と撰暮して．ｌｒ
躍予防ケアマネジメントを行う

鋪月
ス
か サービス棄栴 事雲三が純溺三へサービス異風き

覆す利用料支払
（輔弼者黄揖分１

利用者は事聾者へ利用料を支払う（稗覇者費擾分ん

言責

　　　

１

暫ｆ
緊
西

員勘

ＳＩ 摺疋‐筆雲を遷婿 事案所恒報に曇耐心：あった増舎に‐中ｉｌ純が，霧遺篇緊
軽由℃－国樫誼会袋へ『辛烹需曽＝三誉票＝；」を送付．

渉

　

”ーず，－－Ｘ？【，．鑑三珊 巽ー”－“顎－－翼ｗがあった端台に．叩ー１判が１叉；雲霧
感連絡裏情報」を国保運含袋へ送付．
髪袋支援者については、従来、送付されている「愛陰妻真
鴨連絡薫情報」の情超を活用するため，総会車肇鰯総時
に新たに送付する必要はない‘

１０日

鈍

ＩＤ 予防給付及び事業量を購求 事業者は霞係連合安へ癖釈明簿ーを提出して、予防楕付
及び事業費事霞求する．

ＪＩＺＩ暇門富哩飛を提出 地鯖雲盤文豪なンタ一環書；三吉芸へ増錦責；荒を提出
する．

簿 介躍や成文霞質を携蒙 源草；二三（介顔予蕗支援費，）を掘出する．

栂１警萱 国保運台会は萱蓄を行う

２０日

前
キ抑 予幣給付及び事業煮を頂醗 国保連合会は市町村へ予防給付．事業雲及び馨査支払

手数料を腹釈する。
２６日

賀
ＱＰ 予防鷹村及び事繋真を支払 市町神は園

手数料を支：
簾連合会へ予防槍付．事業量及耳響蚕支払
ムう．

月末

餐
鋤 予防樵村及び事業雲を支払 国保連合会は事業零へ予防給付及び事嘉賞を支払う．

１市町村は、利用書．地域包括賓援センタ堪及び事業者へ介護予賭・日常生活支援樟台事業の
サービス内密、サービスコード、畢位敷、稗用者負担暮を十分に緯短すること
２『市町村１と配転がある鴎糖は、広域連合及び政令市鍵燭台は「標嫁者」と醜み糖える．

担当：老健局振興課法令係

　　

（内線３９３７）

１１



問８

　

高額介護予防サービス費相当事業については「事業を実施する」とあるが、高額医療合算介護

　

予防サービス費相当の事業については「事業を行うことが適当である」となっている。高額医療合

　

算介護予防サービス費相当の事業については市町村の判断によって実施しないという選択肢もある

　

ということか。

（答）

新しい総合事業は、市町村が地域の実情に応じて実施する事業であることから高額医療合算介護予防

サービス費相当の事業を実施するか否かは市町村で判断いただくこととなる。なお、ガイドライン（案）

ＰＩ１２において「高額医療合算介護予防サービス費と同様に、事業により利用者負担を軽減することも想

定され、市町村はそのような軽減に配慮した事業を行うことが適当である」としているところ、いずれ

にしても利用者負担に配慮して事業を行うことが適当であると考えている。

仮に市町村が総合事業で高額医療合算介護予防サービス費相当の事業を実施する場合の事務の典型

的な流れは以下のとおり。
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▲
１１別紙］ 総合事業における高額医療合算介護予防サービス費１日当の支給の流れ

の自己負担き，肋みの灘締尖者のデータも連携きれるが、国保連合会と介護保険都間での
、ては、総合事業分の自己負担ぎ慰ま含叔父乳、。
おいて、総合事業分の自己負担園馬ま含まれなＬ、たぬ 従来、勧奨選繊が出ていた対象者

比べ、自己負担額が瀕姦：とになり、算定基準額を鋸（さす、勧奨通知のＲ出なくな奉；とが考えられる。
に）いて申請の繊奨を行勢場合１こは、※１記載のとおり総合事業分の自己負担額のみの被保険者に
験分の支給額計算を行孔、、支給８鱈＋算結果連絡票にて国保連合会から介護保険都こ通知がなされる
者にて同連絡票を闘こ、総合事業分の支給額計算を行Ｌ、申請を促すことが考えられる。
自己負担ぎ跡；ある場合、総合事業分の自己負ｉ‐鱈繋正明瞳を発行する。なお、高額介護サービス費相当

医療策険若か編垢青を副す付け剃瑠こ
介護保険者に写しを渡す。
総合事業分の自己負担額助Ｋ含まれ

、総合事業分の自己負１－醐鴬から差し引Ｌ、たものを発行する。
付け剃瑠こ、総合事業分の自己負担客輯正明膳は広域連合戦六は国保総合へ連携せすに、

総合事業分の自己負担客助Ｋ含まれないことにより、算定基準額を満携さす不支給となる場合がある。
その場合、前年度まで高額介護合算療養費の支給を掛ナてＬ、た対象者の支給額めＫ、事業断行前後で大幅にｄ賦叱なる。
また、医療保Ｂ剣は不支給決定逼まＱ
総合事業分の自己負担額証明書

自己負担ぎ聡≧明善が現行され
己負担蓉鰹考逸して再計算樹
転出先の介護保険着か～
その内容を基に支給樹テう。

は不支給０決定逼まＱ介護保険は支給まお呈通知が発行されるため、被探険者には事前の説明跡ん必要となる。
自己負担額証明書を発行している場合、転出先の介閣議保険者側ｒで総合事業翁

＼の支給額計算を行うため、

ている被傍部会老に対しては、
その鰯こ、総合事業分
裟基に、総合事業分の

て再計算樹テ 必要がある。

　

ら÷転出元の介護保険都こ再計算後の支給額計算髭票連絡票を送付し、転出元の介護保険者は
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問９

　

新しい総合事業へ段階的に移行（ｅｘ．２８～２９年度にかけて移行）する場合、総合事業の上限は

　

どの時点（移行開始年度、完全移行年度）から適用されるのか。

（答）

総合事業の上限については、移行開始年度から適用される。

担当：老健局振興課法令係

　　

（内線３９３７）

１４



Ｌ第７ 円滑な事業 の秘テ，醜

　　　

］

問１

　

改正介護保険法の附則では、既に要支援認定を受けている居宅要支援被保険者については、更

新時まで予防給付を受けられることとなっているところ、市町村の判断によりその認定更新の時期

　

を待たずに一斉に総合事業に切り替えることは可能か。またその際、被保険者の同意等を要するこ

　

とになるのか。

（答）

　

ガイドライン案・１「（２）総合事業の多様な移行の推進」において多様な移行の実施例をあげてい

るが、既に給付によるサービスを利用している者に関し、ある時点をもってすべての者を予防給付から

総合事業に移行することは可能であるが、 ガイドライン（案）Ｐ６９「（３）介護予防ケアマネジメントに

おける留意事項」にてお示ししているとおり、利用者への丁寧な説明とその理解・同意を得て、サービ

スを提供することが重要である。

　

なお、総合事業への移行により、新たに介護予防ケアマネジメントや地域支援事業によるサービスの

提供を受けることとなるので、事業所と被保険者との間に介護予防ケアマネジメント、地域支援事業に

よるサービスの提供に係る契約等が必要となることに留意されたい。

※給付によるサービス利用から事業によるサービス利用への切り替えに係る介護予防ケアマネジメン

　　

トの依頼の届出の取扱については、平成２７年１月９日版Ｑ＆Ａ第４問６を参考されたい。

担当：老健局振興課法令係

　　

（内線３９３７）

問２

　

円滑な事業への移行について、エリアごとの移行が例示されているところ。ここでいうエリア

　

とはどのようなものか。日常生活圏域に限られているのか。

（答）

　

日常生活圏域の他、広域連合の市町村ごと、あるいは政令市の行政区ごとなど、一定規模のエリアを

想定しているが、市町村の判断により適切に設定されたい。

　　

担当：老健局振興課法令係

　　

（内線３９３７）
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問３

　

市町村が総合事業について実施を猶予せず平成２７年４月から実施するが、円滑に移行するため、

総合事業によるサービスを希望した方のみ利用できるようにしたとき、利用者が総合事業の利用を

希望しない場合には、要支援認定の有効期限によっては、平成３０年３月まで介護予防給付が継続す

　

ることになるが、 この理解で良いか。

（答）

　

総合事業の段階的な実施例として、「初年度は総合事業によるサービスを希望する者以外は予防給付

を継続」する例を挙げているが、これは予防給付の受け皿の整備等のために要する期間を移行後１年間

と想定し、お示ししているものである。

　

その中で、ご質問のような方法で総合事業に移行した場合、結果的にお尋ねのような事例が発生する

ことはあり得るものと考えている。

　

なお、いずれにしても、平成２９年４月からは市内全域で総合事業を実施することが必要であり、平

成２９年４月以降は新規の利用者については総合事業を利用し、既に予防給付を受けている利用者につ

いては要支援認定の有効期間が切れたタイミングからケアマネジメントを通じて予防給付から総合事

業に移行することとなる。

担当：老健局振興課法令係

　　

（内線３９３７）

問４

　

新総合事業において市町村判断で給付制限を実施する場合、新様式の被保険者証にその旨を記

載して差し支えないか。

（答）

総合事業において給付制限に相当する事業を行う際には、事業所において給付制限対象者であること

を判別することができるよう、何らかの形で給付制限に相当する事業の対象者である旨を表示する必要

があるものと考えており、貴見のように、被保険者証にその旨を記載することにより対応することも一

つの案であると考えている。

担当＝老健局振興課法令係

　　

（内線３９３７）
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問５

　

給付制限について設定した場合、被保険者証と負担割合証の裏面記載の変更や不服申し立ての

教示等は必要となるのか。

（答）

貴見のとおりであり、総合事業においては各市町村における給付制限に相当する事業の内容に応じて、

適切に記載の変更及び教示等を行っていただきたい。

担当＝老健局振興課法令係

　　

（内線３９３７）
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